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第 1 章 はじめに 
１．背景、目的 

 

日本国特許庁(JPO)が運営する検索データベース（DB）である特許情報プラットフォーム「J-

PlatPat」では、特許、実用新案、意匠、商標公報等の検索を行うことができ、その基本的な検

索方法及び各サービスの利用方法についてはガイドブック、マニュアルが存在している。また、

J-PlatPat に収録されている案件には、例えば商標公報であれば願書や出願人、商標、指定区分、

指定商品・役務などの各項目が完全な形で記録されており、データの欠損はないと言っても差

し支えないレベルである。 

そうしたなか、ジェトロでは、2014 年度～2016 年度にかけて、ASEAN6 カ国知財庁が提供す

る検索 DB の調査を継続的に行っているところ、過去の調査では、同調査から得られるデータ

を加工して、例えば産業財産権の出願から権利化までに要する期間や、出願件数の多い上位出

願人の情報等を種々の観点から明らかにするまでは至っていなかった。 

そこで、本調査では、かかる事情に鑑みて、2016 年度の上記調査内容をアップデートすると

ともに、新たに、上記検索 DB から得られるデータを加工して産業財産権の権利化までに要す

る期間等の統計情報に関する調査を行い、これら調査内容の報告書を作成することを目的とす

る。 
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２．調査概要 

 

本報告の対象は、アセアン１０か国の内、特許・実用新案など、いわゆる特許調査に利用できるデー

タベースを提供しているインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの６か国で

あるが、本報告書ではフィリピンを扱う。 

上記６か国の内、データベースを英語で提供している国は、マレーシア、フィリピン、シンガポールの３

国であり、インドネシア、タイ、ベトナムにおいては原語での検索・表示となる。検索ページが原語で表示

されるデータベースもインターフェースを英語に切り替えられ、検索項目などを確認できるものもあるが、

インドネシアのデータベース(DGIP)やベトナムの登録特許データベース（DigiPat）のように検索、表示画

面が原語のままの検索ページもある。 

 

フィリピンにおける利用可能なデータベースをアセアン各国と比較し、下表に示した。特許、実用新案

では PATENTSCOPE(WIPO)、ASEAN PATENTSCOPE(AWGIPC)、FOPISER(JPO)、意匠では、

ASEAN DesignView(EUIPO)、商標では ASEAN TMview(EUIPO)や Global Brand(WIPO)などのデータ

ベースも活用して調査することになるが、これら各国横断的に検索できるデータベースについては、別

途、報告しているのでそちらを参照願いたい。 

 

したがって、本報告書におけるフィリピンの調査手法としてのデータベースは以下を紹介した。 

・フィリピン知的財産庁（IPOPHL）：特許・実用新案、意匠 

  フィリピン知的財産庁のデータベースでは商標は収録していない。 

 
 

アセアン各国の収録情報を確認できるサイト一覧 

    ID MY PH SG TH VN 

特許・ 

実用新案 

各国知的財産庁 ○ ○ ● ○ ○ ○ 

PATENTSCOPE ○ ○ ● ○ ○ ○ 

ASEAN 

 PATENTSCOPE 
○ ○ ● ○ ○ ○ 

FOPISER － － － ○ ○ ○ 

意匠 

各国知的財産庁 ○ ○ ● ○ ○ ○ 

DesignView － － ● － － － 

ASEAN DesignView ○ ○ ● ○ ○ ○ 

Global Design ○ － － － － － 

Hague Express △ － － △ － － 

商標 

各国知的財産庁 ○ ○ － ○ ○ ○ 

TMview － ○ ● － － － 

ASEAN TMview ○ ○ ● ○ ○ ○ 

Global Brand ○ ○ ● ○ ○ ○ 

ROMARIN － － ▲ △ － △ 

FOPISER － － － － ○ ○ 

ID：インドネシア、MY：マレーシア、PH：フィリピン、SG：シンガポール、TH：タイ、VN:：ベトナム 

収録内容が乏しい DBは△で表示した。 

 

上記サイト一覧で紹介したフィリピンの調査に利用できる DBの URLを以下に示す。 
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フィリピン知的財産庁データベース： 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx 

 

PATENTSCOPE(WIPO)：https://patentscope.wipo.int/search/en/structuredSearch.jsf 

ASEAN PATENTSCOPE(AWGIPC)：http://ipsearch.aseanip.org/wopublish-search/public/  

ASEAN DesignView：http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome 

ASEAN TMview：http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome 

Global Brand Database：http://www.wipo.int/branddb/en/index.jsp 

 

  また、フィリピンが未収録か、収録内容の乏しい DBの URLは以下である。 

    特許・商標検索 DB 

 FOPISER：https://www.foreignsearch.jpo.go.jp/ 

  現状ではフィリピンを収録していない。 

    意匠検索 DB 

 DesignView：https://www.tmdn.org/tmdsview-web/welcome (EUIPO) 

  現状ではフィリピンのみの収録であるため、本報告書の対象外としている。 

 Global Design：http://www.wipo.int/designdb/en/index.jsp (WIPO) 

  現状ではインドネシアのみ収録であり、フィリピンを収録していない。 

 Hague Express：http://www.wipo.int/designdb/hague/en/ (WIPO) 

  インドネシアとシンガポールを収録するが、収録内容も乏しい。フィリピンは収録されていない。 

    商標検索 DB 

 TMview：https://www.tmdn.org/tmview/bookmark?q=ipvalue&lang=en# (EUIPO) 

  現状ではマレーシアとフィリピンのみ収録しているが、本報告書の対象外としている。 

 ROMARIN：http://www.wipo.int/romarin/search.xhtml (WIPO) 

  フィリピン、シンガポール、ベトナムを収録するが、収録内容も乏しい。 

 

EUIPO（欧州連合知的財産庁：European Union Intellectual Property Office) 

WIPO（世界知的所有権機関：World Intellectual Property Organization） 

AWGIPC（ASEAN 知的財産協力作業部会：ASEAN Working Group on Intellectual Property 

Cooperation） 

 

 

 

  

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
https://patentscope.wipo.int/search/en/structuredSearch.jsf
http://ipsearch.aseanip.org/wopublish-search/public/patents;jsessionid=C61A7E25189B0D882D2771F0A8387A1E?0
http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome
http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome
http://www.wipo.int/branddb/en/index.jsp
https://www.foreignsearch.jpo.go.jp/
https://www.tmdn.org/tmdsview-web/welcome
http://www.wipo.int/designdb/en/index.jsp
http://www.wipo.int/designdb/hague/en/
https://www.tmdn.org/tmview/bookmark?q=ipvalue&lang=en
http://www.wipo.int/romarin/search.xhtml
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第 2 章 フィリピンＩＰデータベース 
１．概要 

 

フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPOPHL）のウェブサイト上の

データベースで、フィリピンの特許、実用新案、意匠を検索することができる。 

 その他、特許では、PATENTSCOPE(WIPO)、ASEAN PATENTSCOPE(AWGIPC)が、また、欧州連合

知的財産庁のデータベースでもフィリピンの意匠、商標検索が、そして WIPO サイトでは商標データベ

ースとして Global Brand Databaseが利用できる。 

 

１．１ フィリピン知的財産庁ウェブサイト 

 

フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPOPHL）ウェブサイト（htt

p://www.ipophil.gov.ph/）へアクセスし、四角で囲んだ “e-Services” から、特許、実用新案、意匠お

よび商標（ASEAN TMviewや Global Brand DBへアクセスできる）について情報を得ることができる。 
 

  

特許・実用 

新案検索 

http://www.ipophil.gov.ph/
http://www.ipophil.gov.ph/
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１．２ PATENTSCOPE 

世界知的所有権機関(World Intellectual Property Organization：WIPO）が運営するワールドワイドな

主として PCT 特許を中心に特許、実用新案を収録してきたデータベースであるが、最近は PCT 以外

の各国特許庁の特許、実用新案の収録も積極的に実施し、ASEAN においては、シンガポール、ベトナ

ムに次いで、2017 年 8 月にブルネイ、カンボジア、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイが収録さ

れ、8か国となると共にベトナムについては収録情報がさらに追加された。 

 

１．３ ASEAN PATENTSCOPE 

 ASEAN 知的財産協力作業部会（ASEAN Working Group on Intellectual Property Cooperation： 

AWGIPC）が運営を始めたブルネイ、インドネシア、カンボジア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、

タイ、ベトナムの 8か国に関する特許・実用新案に関するデータベースである。 

 

１．４ 欧州連合知的財産庁ウェブサイト 

 欧州連合知的財産庁(European Union Intellectual Property Office：略称 EUIPO)（旧称：欧州共同体

商標意匠庁 (OHIM) ）が運営する Worldwide な意匠データベース DesignView （ https://www. 

tmdn.org/tmdsview-web/welcome ） お よび商標データベース TMview （ https://www.tmdn.org/ 

tmview/welcome）とは別にアセアン９か国の意匠、商標を検索できる ASEAN Design View  

(http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome)および ASEAN TM View  

(http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome)がある。 

ASEAN DesignView、ASEAN TMviewの収録国は、ブルネイ、インドネシア、カンボジア、ラオス、マレ

ーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの９か国である。 

 

１．５ WIPO Global Brand Database 

Global Brand Database（http://www.wipo.int/branddb/en/）は WIPO が運営しているワールドワイド

な商標データベースである。フィリピン知的財産庁（IPOPHL）のサイトには商標の収録もなく ASEAN 

TMview とは異なる検索項目・表示項目も存在し、有用である。 

 

１．６ FOPISER 

２０１５年８月、日本特許庁は外国特許情報検索サービスとして「FOPISER(Foreign Patent Informa 

tion Service)」をリリースした。このサービスでは２０１７年１２月現在、ASEAN では、シンガポール・タイ・

ベトナムの特許・実用新案、および、タイ・ベトナムの商標の検索が可能となっている。 

 

上記、１．２～１．６の各国を串刺しで検索できる各国共通データベースの取扱い説明等詳細は、別

途報告する「ASEAN における各国横断検索が可能な産業財産権データベースの調査報告」を参照願

いたい。 

 

フィリピンに関する本報告書では、上記 IPOPHL の特許・実用新案、意匠検索データベースを紹介

する。フィリピン（IPOPHL）には商標データベースは存在しない。 
 
 

  

https://www.tmdn.org/%20tmview/welcome
https://www.tmdn.org/%20tmview/welcome
http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome
http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome
http://www.wipo.int/branddb/en/
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２．直近の主な変更点 

 フィリピンの特許情報が PATENTSCOPE および ASEAN PATENTSCOPE に収録され、ミャンマ

ーを除く ASEAN諸国およびワールドワイドな各国と共に串刺し検索できるようになった。 

 

３．日本の J-PlatPatとの相違点 

 フィリピン特許庁データベース（IPOPHL）では商標の検索ができない。 

 IPOPHLは検索項目、検索結果に表示される項目が少ない。 

 IPOPHLは国際公開日以外の日付検索ができない。 
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第 3 章 特許・実用新案 
１．特許・実用新案検索データベース IPOPHL 

１．１ 検索データベース仕様一覧 

 

特許・実用新案 
URL http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.as

px 

言語  英語 

検索条件項目 File Number（新形式出願番号） 

Old File Number（旧形式出願番号） 

International Publication Number （国際公開番号） 

International Publication Date （国際公開日） 

Title（発明の名称・考案の名称） 

Abstract （要約） 

Applicant/Assignee（出願人・権利者） 

Country（優先国または出願人国籍） 

Inventor（発明者・考案者） 

IPC（国際特許分類） 

入手可能情報 File Number（新形式出願番号） 

Old File Number（旧形式出願番号） 

Filing Date（出願日） 

Publication Date（公開日） 

Patent Number(登録番号) 

Issued Date（登録日） 

International Application Number（国際出願番号） 

National Phase Ently Date（国内移行日） 

Division of Application Number（分割の原出願番号） 

Foreign Application Priority Data（優先権番号） 

Title（発明の名称・考案の名称） 

Abstract（要約） 

Owner （出願人名・権利者） 

Inventor （発明者・考案者） 

Reference(s)（引用文献） 

Examiner（審査官） 

Attorney（代理人） 

Status （最新の法律状態） 

Image（図面） 

 

  

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
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１．２ 特許・実用新案レコード収録数 

 

侵害防止調査のためには、できる限りレコードが網羅的に収録されたデータベースによる調査が

必須である。たとえば JP・US・EP のいわゆる 3 極の特許を調査する際には、J-PlatPat をはじめ各国

知財庁で運営するデータベースでも、欧州特許庁が運営し世界各国の特許情報を収録する

DOCDB でも、さらに商用データベースでも網羅的な収録が実現されており、もれのない調査が可能

であることが経験上分かっている。本節ではフィリピン特許の調査を行う際に、無償で一般公開

されている各種のデータベースを使用することで、3 極と同様に網羅的な調査が期待できる

かどうかを検証する。 
 

（１） 各種データベース収録比較 

 

WEB 上で無償で一般公開され、フィリピン特許・実用新案が収録されたデータベースには次のよ

うなものがある。 

 

データベース 運営主体 

IPOPHL システム インドネシア知的財産総局 

PATENTSCOPE 世界知的所有権機関（WIPO） 

ASEAN PATENTSCOPE ASEAN知的財産協力作業部会（AWGIPC） 

DOCDB 欧州特許庁(EPO) 

 

この 4種のデータベースの同国案件の収録を下のグラフに示す。 
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【グラフ補足】 

 棒グラフ： 

４種のいずれかのデータベースに収録された特許・実用新案の出願件数を出願年ごと

に計数したもの。 

 

 折れ線グラフ： 

各出願年ごとの棒グラフの高さを母数として、それぞれのデータベースの収録率を表し

たもの。右側の縦軸に投影。 

 

 グラフ横軸：出願年 

各データベースの書誌画面にて表示される出願年（出願日）を使用。 

 

フィリピンに限らず、新興国では同一出願番号の案件を各種のデータベース上で表示

させたときに出願日が異なることがある。たとえば出願番号「12016500442」の案件の場合

は、IPOPHL システムでは 出願日が 2016 年 3 月 8 日と表示されるが、PATENTSCOPE

および ASEAN PATENTSCOPE では 2014年 9月 11 日と表示されている。各データベー

スの表示画面を以下に示す。 

 

■ IPOPHLシステム 

 
 

■ PATENTSCOPE 

 
 



13 
 

■ ASEAN PATENTSCOPE 

 
 

それぞれのデータベースの収録件数や収録率を比較するグラフで、同一案件を横軸が

異なる位置に投影してしまうと、正しい情報が把握できなくなる。そこで出願日を規定する

ための優先順位を設けた。データベースの優先順は IPOPHL システム＞PATENTSCOPE

＞ASEAN PATENTSCOPE＞DOCDB としている。つまり IPOPHL システムに収録された

案件は IPOPHL システムの出願日情報を使用し、収録されていない場合は次の

PATENTSCOPE の情報、PATENTSCOPE にも収録されていない場合は ASEAN 

PATENTSCOPE 情報と、前記の順序で出願日情報を使用したもの。 

 

 

この結果からは、同国特許について侵害防止調査を行うためには IPOPHL システム以外のデー

タベースでは完全に力不足であり、高い調査網羅性を求めるためには IPOPHL システムを使用する

必要があることがわかる。 

 

しかし、この結果からは IPOPHL システムが他のデータベースより収録が充実していることを表し

ているだけであり、同国で発行された案件の全てが IPOPHLシステムに収録されているとは確定でき

ない。IPOPHLシステムの収録網羅性について次項で推定する。 

 

（２） IPOPHLシステムの収録網羅性推定 

 

前項で記したようにフィリピン特許・実案調査における網羅性を高めるためには、IPOPHL システ

ムの使用が必須である。そこで本項では IPOPHL システムのレコードの収録を調査することで、同国

で発行された全案件について、どの程度の収録網羅性が得られているのかを推定する。 
 

１９８８年以降に付与された同国の新形式出願番号は「PH/1/2010/415」のように、「/」を区切り文

字として４個のパーツで構成されている。第４パーツの「1」が文献種別、第３パーツの「2010」が年号、

第４パーツが連番数字「415」であり各年号ごとに１から始まっている。 

 

さらに年号数字 2002 以降は連番数字が 500001 から始まる別系統も存在している。このデータ

ベースの検索結果には優先権番号・PCT 出願番号が表示されないため定かではないが、この系統

が始まった時期や、近年の系統ごとの件数比率からは、この系統は日本の特表や再公表と同様に

PCT 国内移行特許であると思われる。しかし同国の特許庁サイトでは、この事実を特定する文書は

見つけることができなかった。 

 

この連番数字の情報を使用して、収録の確からしさを推測することができる。 

 

同国検索サイトでの検索結果から、年号数字が「2010」のものだけを抽出した結果は次のとおり。

「系統 0」は連番数字が１から始まる系統、「系統 5」は連番数字が 500001 から始まる系統を表して

いる。 
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 系統 0 系統 5 

総件数 372 1,952 

連番最大値 419 2,975 

 

仮に年号数字が２０１０の系統０の案件が連番１から４１９まで出願され、その案件が全て収録され

ているとすると、総収録件数は４１９件となるはず。ところが収録された件数が３７２件ということは、419

件のうち４７件が収録されていないことがわかる。 

 

そこで総件数を連番最大値で除算した値を「出願番号密度」と定義する。下図は特許レコードに

ついて願番年号数字ごとの出願番号密度を折れ線グラフで表したもの。 

 

  
 

PCT 国内移行案件と想定される系統５の案件の出願番号密度が大きく変動している。そこで更に

次のような分析を試みてみる。グラフは系統５の案件群について、出願番号年号ごとの収録件数を

棒グラフで、出願番号密度を折れ線グラフで表したもの。 
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件数の少ない年（出願番号年号）は、出願番号密度も低くなっていることがわかる。実際の出願件

数は知る術もないが、収録件数と出願番号密度の推移を見る限りでは、IPOPHL システムの特許レ

コード収録の網羅性には疑いが残ると言わざるを得ない。 

 

続いて実用新案についての願番年号数字ごとの出願番号密度を下図に示す。実用新案にも「系

統 5」が存在するが、その件数は年間数件程度であるため割愛する。 

 

 
 

全期間を通じて出願番号密度は高くないが、収録のタイムラグと想定される年号数字２０１６～２０

１７の案件を除くと、２００５以降は大きな変動は見られず安定している。この結果からは IPOPHL シス

テムの実案レコード収録の網羅性に問題があるとは断定できない。 

 

IPOPHL システムにおけるレコード収録基準は開示されていない。たとえば出願番号付与後公開

前に取り下げになった案件を含めて収録しているのか、これらは収録されていないのかが明らかで

はない。このため出願番号密度の「絶対値」ではなく、年ごとの変動が激しいかどうかにより収録の確

からしさを推測すべきであることに注意されたい。 

 

PATENTSCOPE の ASEAN 特許収録強化に大きく期待したが、その結果は過去 5 年ほどの案件

しか収録されないという程度であり、期待は裏切られたと言わざるを得ない。日本特許庁発表資料の

「https://www.jpo.go.jp/shiryou/toukei/pdf/status2016/0202.pdf」では 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jpo.go.jp/shiryou/toukei/pdf/status2016/0202.pdf
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のようにフィリピン知的財産庁との間で特許情報のデータ交換を実施することが開示されている。今

度こそ、フィリピンから提供される特許情報データに、全発行レコードが含まれていることを期待する。 
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１．３ 特許・実用新案要素収録率 

 

特許調査を行う際には、IPC 等の特許分類コードや、発明の名称・要約・請求項等に記された文

字列を機械検索することで、詳細に読み込むべき案件群を抽出することが通常である。また出願人

を特定して競合他社の案件を詳細に確認することも多い。この節では IPOPHL システムにおける、

IPC・要約等々の各「要素」の収録状態を紹介する。 

 

（１） IPC収録率と付与個数 

 

一般に新興国では発行された案件の中に IPC が付与されていないものが高い比率で存在したり、

付与されていたとしても、付与個数が少なかったりして、査読対象特許を絞り込むには力不足のデー

タベースも存在する。このためフィリピン以外の ASEAN 諸国の報告書では、IPC の付与個数を出願

年別にグラフ化して、IPCによる機械検索効果を体感できる情報を提供している。 

 

しかし IPOPHL システムでは、IPC により案件を検索する機能はサポートされているものの、検索

結果書誌画面に案件ごとの IPC 情報が全く表示されず、どの程度の IPC 付与状況なのかが全くわ

からないという現状である。このような中で２０１７年８月には世界知的所有権機関（WIPO）が運営す

る PATENTECOPE データベースにフィリピン案件の収録が始まった。また同じく８月には ASEAN 知

的財産協力作業部会（AWGIPC）による ASEAN PATENTSCOPE が開設され、ここでも同国案件の

情報が一般公開されるようになった。 

 

しかし 3 章 1.2.(1)項で紹介したように、その収録は過去６年程度の期間に出願されたものだけに

限られている。ここでは双方の PATENTSCOPE データベースに収録された特許情報を解析し、どの

程度の IPC付与率なのかを紹介する。 

 

左が PATENTSCOPE 上で各案件に付与された IPC の個数を出願年別に集計したもの。右が

ASEAN PATENTSCOPE データベースの集計。グラフからは双方の差は確認できない。出願年度が

新しいものだけに限られてはいるが、特徴的なのは IPC が付与されていない案件がグラフでは視認

できない程度の件数しか存在しないこと。半数程度の案件には３個以上が付与されていること。 
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この期間の案件の IPC 付与状況が良いからといって、それ以前の IPC 付与状況が良いとは限ら

ない。また双方の PATENTSCOPE では IPC 収録が良くても、IPOPHL システムでも良いとは限らな

い。しかし仮に２０１０年以前に出願された案件にも、IPOPHL システム上で同程度の個数の IPC が

付与されているとすると、IPOPHL システムにおける IPC 機械検索は、査読すべき案件を絞り込むた

めに有効に機能すると思われる。 
 

（２） 発明の名称・要約・出願人名収録 

 

下図は特許および実用新案（実案）について発明の名称・要約・出願人名電子テキストの収録率

を出願年ごとに集計したものである。 
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それぞれ検索結果表示に「TITLE」が表示されるもの、「ABSTRACT」が表示されるもの、

「OWNER/S」が表示される案件を、名称・要約・出願人名が収録される案件として、収録率を計算し

たもの。 

 

特許については 1998 年～2003 年ごろの古い案件については出願人名に「MISSING OWNER」

と表記される出願人不明の案件が 10%程度存在する。発明の名称については、特許・実用新案とも

に電子テキストがほぼ全件に収録されている。しかし要約については２０１０年以前に出願された案

件の収録率が低いことがわかる。 

 

実用新案においては全期間に渡って発明の名称・出願人名の収録は問題なし。グラフ上では名

称収録率を表す青色の折れ線が、出願人名収録率の緑色折れ線の下に隠れている。要約につい

ては、ほぼ１００％収録している年、６０％程度の年とばらつきが大きいが、特許に比較すると高い率

で収録されている。 

 

実際の IPOPHL システム（データ

ベース）内の各フィールドの収録自

体は不明であり、検索結果に各要素

が表示されない案件が、その要素を

収録していないとは断定できない。し

かし次のような結果が得られているこ

とを紹介する。 

 

右図のように「MICROSOFT」から

出願され、要約に「computer」が含ま

れる特許(Invention)案件を検索する

と、２４件がヒットする。（2018/01/21

時点） 

 

 

 

 

この 24 件の検索結果の書誌画面を全て確認したところ、２４件のいずれにも下図のように

「ABSTRACT」フィールドに要約文字列が表示されていた。 
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一方検索条件から「要約：computer」を除外して、「出願人：MICROSOFT」だけの条件で特許案

件を検索すると、その結果は 172 件。この 172 件の中には図のように ABSTRACT が表示されない

案件「PH/1/2004/92」も含まれている。 

 

 
 

しかし「BD-Bibliographic Data」をクリックして表示された「公報 PDF 画面」では下図のように表示

され、Abstract文字列の中に「computer」が存在することが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果は、IPOPHL システムで ABSTRACT 内の文字列を検索してヒットするのは、検索結果画

面に ABSTRACT 文字列が表示されている案件に限られていることを示唆している。つまり特許につ

いては ABSTRACT 文字列の「検索結果画面表示率」が低い 2010 年以前に出願された案件は、検

索網羅性が低いと考えざるを得ない。 

 

実案についても ABSTRACT 文字列の「検索結果画面表示率」が出願年により大きく変動してお

り検索網羅性に大きな懸念が残る。 

 

このシステムでは ABSTRACT 文字列の検索により、詳細に読み込むべき案件を機械検索すると、

大きなもれが発生する危険性があると思われる。 
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（３） 公報 PDF部分リンク収録 

 

この検索データベースでは、特許公報（実用新案公報）全体の PDF ファイルを表示させる機能は

用意されていない。代わりに公報の書誌事項部分（BD）・要約部分（AB）・請求項部分（CL）・詳細な

説明部分（DE）・図面（DR）の各要素を個別に表示する機能（部分リンクという）が用意されている。 

 

この項では、特許および実用新案について個別要素ごとのリンクの収録率を紹介する。次の図は

特許および実用新案について、各個別要素へのリンク収録率を出願年ごとに集計したものである。 

 

特許・実用新案ともに、グラフ上では書誌事項（BD）を表す青の折れ線しか視認することができな

い。要約（AB）～図面（DR）に対応する折れ線は、全て青の折れ線の下に隠れている。つまり、いず

れかの部分リンクだけが収録された案件はなく、５種類全ての個別要素へのリンクが収録されている

か、全く収録されていないかに分かれている。 
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年ごとに増減はあるものの、特許については年を経るごとに収録率が低下しており、近年の案件

の収録率が非常に低いことがわかる。実用新案については 2009 年以降の収録率が低めではあるが、

収録のタイムラグが原因と想定される 2015 年案件以外は 80%～90%程度にはリンクが収録されてい

る。 

 

インドネシア（ID）・タイ（TH）・ベトナム（VN）と違って、この国の文献は英語で表記されており、たと

え公報 PDF ファイルが画像ファイルであっても多くの日本人は文献を査読することができる。この検

索データベースでは要約電子テキストの収録率も低く、さらに請求項や発明の詳細な説明の電子テ

キストが表示されない。せめて公報 PDFファイルだけでも収録率の向上に期待したい。 
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１．４ 検索データベース IPOPHL取扱い説明 

 

フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPOPHL）のウェブサイト

（URL：http://www.ipophil.gov.ph/）にアクセスし、画面上の “SERVICES” にカーソルを合わせる。 

“SERVICES” の下に表示される項目の “e-Services” にカーソルを合わせる。 “e-Services” の右に

表示される項目の “IPOPHL Patent Search” をクリックする。 

対応するブラウザについては、Internet Explorerでは Internet Explorer9以降のバージョンでアク

セス可能である。また Google Chrome、Fire Foxによるアクセスも可能である。 

 

 
 

特許・実用新案の検索サイトについては、上記手順によりアクセスできる（URL：http://onlineservi

ces.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx）。 

検索言語・表示言語は英語である。 

 

  

http://www.ipophil.gov.ph/
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特許・実用新案のサイト 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx 

 

 
 

検索手順：（画面上①から順に） 

 

NEW FILE NO.横のプルダウンメニューから特許(Invention)・実用新案(Utility Model)・意匠

(Industrial Design)のうちの 1つの項目、もしくは全ての項目(Any)を選択して検索できる。 

 

 

①  検索フィールドで入力可能な情報 

 OLD FILE NO. （旧形式出願番号） 

 NEW FILE NO. （新形式出願番号） 

 INVENTOR （発明者名） 

 APPLICANT/ASSIGNEE （出願人名・権利者名） 

 COUNTRY（国籍） 

 TITLE （発明の名称） 

 ABSTRACT （要約） 

 INTERNATIONAL.PUBLICATION.NO. （国際公開番号） 

 INTERNATIONAL.PUBLICATION.DATE （国際公開日） 

 IPC （国際特許分類） 

 

②  “SEARCH”をクリックして検索を実行する。また、検索フィールド内で“ENTER”キーを入力しても検

索を実行できる。 

 

  

① 

② 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
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検索表示結果： 
法域で “Invention” 、TITLEで “engine” 、COUNTRY で“Any”と入力して検索した結果を以下に示

す。 

（画面上部） 

 

 
（画面下部） 

 
 

③ 検索結果件数 

一度に表示可能な件数の上限は 10,000件である。検索条件に適合した案件の件数が 10,000を超

える場合にも、検索結果 10,000件と表示されることに注意。 

 

 

④ 

⑤ 

 ⑥ 

③ 
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④ 表示される情報： 

 FILE NUMBER （新形式出願番号） 

 OLD FILE NUMBER （旧形式出願番号） 

 FILING DATE （出願日） 

 PUBLICATION DATE （公開日） 

 ISSUED DATE （登録日） 

 TITLE （発明の名称） 

 ABSTRACT （要約） 

 OWNER(S) （出願人・権利者） 

 INVENTOR(S) （発明者） 

 STATUS （最新の法律状態） 

 LINK （リンク） 

 IMAGE （代表図） 

 

検索結果は１ページに 10件ごと表示される。 

案件によっては表示されない項目がある。 

 

⑤  LINK （リンク）をクリックすると、別ウインドウで公報の該当部分が表示される。 

特許・実用新案 

Bibliographic Data （書誌）, Abstract （要約）, Claims （請求の範囲）, Description （詳細な説

明）, Drawing（図面） 

 

⑥  ページ最下部には案件表示のページ切替のリンクがある。数字はそれぞれのページへのリンクであ

る。左端に“... ”と表示されるリンクがあれば、１０ページ前に移動し、右端に “... ”と表示されるリン

クがあれば１０ページ後ろに移動する。 
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公報画面表示例： 

検索結果に設けられたリンクから以下のように表示可能である。 

 

特許の Bibliographic Data （登録公報_書誌） 
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登録公報の表示項目例 

 (11)Patent No.(登録番号) 

 (45)Issued(登録日) 

 (21)Application No.(出願番号)  

    National Phase Entry Date(国際出願移行日) 

 (22)International Filing Date(国際出願日) 

 (43)International Publication Date(国際公開日) 

 (86)International Application No.(国際出願番号) 

 (87)International Publication No.(国際公開番号) 

 (60)Division of Application No.(分割出願) 

 (54)Title(発明の名称) 

 (71)Applicant(出願人) 

 (72)Inventor(発明者) 

 (30)Foreign Application Priority Data(外国優先権情報) 

 (51)Int. Class(国際特許分類) 

 (58)Field of Search(調査特許分類) 

 (56)Reference Considered/Cited(引用文献) 

 (57)Abstract(要約) 

  Examiner(審査官) 

  Attorney/Agent(代理人) 
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特許の Bibliographic Data （公開公報_書誌） 
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公開公報の表示項目例 

 (21)Application No.(出願番号)  

 (22)Filing Date(出願日) 

 (54)Title(発明の名称) 

 (71)Applicant(出願人) 

 (72)Inventor(発明者) 

 (73)Assignee(権利者) 

 (74)Attorney/Agent(代理人) 

 (30)Priority Data(外国優先権情報) 

 (51)International Class(国際特許分類) 

 (57)Abstract(要約) 

   Representative Drawing(代表図) 

   No. of Claims(請求項の数) 

   Relevant docs(先行文献) 
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実用新案の Bibliographic Data （実用新案公報_書誌） 
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実用新案公報の表示項目例 

 (11)Registration No.(登録番号) 

 (45)Issued Date(登録日) 

 (54)Title(考案の名称) 

 (72)Maker(考案者) 

 (71)Applicant(出願人) 

 (22)Filing Date(出願日) 

 (43)Publication Date(発行日) 

 (21)Application No.(出願番号)  

 (30)Foreign Application Priority Data(外国優先権情報) 

 (51)International Class(国際特許分類) 

 (57)Abstract(要約) 

   Description page(明細書ページ数) Drawings sheet(図面ページ数) 

   Examiner(審査官) 

   Attorney/Agent(代理人) 
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１．５ 特許・実用新案 IPOPHL検索・表示項目留意点 

 

この検索データベースでは、特許、実用新案について以下の検索項目から検索でき、以下の表

示項目の内容が表示される。 

 

 
項目 

検

索

項

目 

表

示

項

目 

検索項目 表示項目 

英語表記 英語表記 

1 旧形式出願番号 ○ ○ OLD FILE NO. OLD FILE NO 

2 新形式出願番号 ○ ○ FILE NO. FILE NO 

3 出願日 
 

○  FILING DATE 

4 公開日 
 

○  PUBLICATION DATE 

5 登録日 
 

○  ISSUED DATE 

6 発明者 ○ ○ INVENTOR INVENTOR/S 

7 出願人・権利者 ○ ○ APPLICANT/ASSIGNEE OWNER/S 

8 発明の名称 ○ ○ TITLE TITLE 

9 国籍 ○  COUNTRY  

10 要約 ○ ○ ABSTRACT ABSTRACT 

11 国際公開番号 ○  
INTERNATIONAL 

PUBLICATION NO. 

 

12 国際公開日 ○  
INTERNATIONAL 

PUBLICATION DATE 

 

13 IPC ○ 
 

IPC  

14 法律状態 
 

○  STATUS 

15 公報 PDF リンク 
 

○  LINK/S 

16 書誌 
 

○  BD - Bibliographic Data 

17 要約 
 

○  AB - Abstract 

18 請求項 
 

○  CL - Claims 

19 詳細な説明 
 

○  DE - Description 

20 図面 
 

○ 
 DR - Drawing 

IMAGE（代表図） 

 

各項目における特記事項を以下に示す。特記事項の内容は、2018年 1月 28日の時点における

ものである。 

 

各検索項目に関して、フィールド内では論理積（AND 演算）、論理和（OR 演算）の検索が可能で

あり、フィールド間では AND 演算となる。 
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１． 番号検索・表示 

１）出願番号 

（１）旧形式出願番号（OLD FILE NO．） 入力形式：TYYYYNNNNNN 

TYYYYNNNNNN 例：12012000126 

T 文献種別 特許：1／実用新案：2／意匠：3 

YYYY 西暦年 4桁。 

NNNNNN    各年度の連番数字 6桁固定。上位桁の"0"を省くとヒットしない。 

 PCT 出願からの国内移行は 12010500708など西暦年 4桁の後が「５」となる。 

 

・旧形式出願番号を OR 演算子で連結して検索することで、複数の案件を番号照会することができる。

最大件数は未確認であるが 2,000件の案件を番号照会できることを確認済み。  

 

・ “FILE NO.” のボックスを “Invention” または “Any” に設定し、前方一致検索を行う場合、4桁以

上の数字（上記 TYYYY以上）を入力する必要がある。 

3 桁以下場合、例えば、“120*”で検索すると、旧形式出願番号が正しく認識されず、検索結果も異

なる。 

 

（２）新形式出願番号（NEW FILE NO．） 入力形式：PH/T/YYYY/NNNNNN 

・1998 年以降に付与された番号形式であり、「PH/1/2010/415」のように、「/」を区切り文字として 4 個

のパーツで構成されている。 

 検索時には、PH 公報種別 西暦年 番号、のように西暦年と番号を各ボックスに入力する。少なく

とも、西暦年または番号のいずれか一方が入力されていれば検索可能である。 

PH/T/YYYY/NNNNNN 例：PH/1/2010/415 

T 文献種別 特許：1／実用新案：2／意匠：3 

YYYY 西暦年 4桁。 

NNNNNN    最大６桁、上位桁 0を省いて入力する。 

PCT 出願からの国内移行は 2010/500708など西暦年 4桁の後が「５」となる。 

 

・ワイルドカード（* または?）を使って各種番号を前方一致、後方一致、中間一致の検索が可能である。 

 *：０個以上の数字 

 ?：１個の数字 

 

・「PH」とあらかじめ入力されている欄を空欄または他の文字列に書き換えることができるが、無視され

「PH」と入力されたものとして検索される。 

 

（３）国際公開番号（INTL.PUB.NO.） 入力形式：WO△YYYY/NNNNNN  

WO△YYYY/NNNNNN（△はスペースを示し、有または無）  

例：WO2010/069919（スペースなし）、WO 2010/142677（スペースあり） 

YYYY 西暦年 4桁。 

NNNNNN    各年度の連番数字 6桁固定。上位桁の"0"を省くとヒットしない。 

 

・国際公開番号は検索結果画面には表示されない。 

公報 PDF リンク先の書誌情報でのみ確認可能である。 

 

・ワイルドカード（* または?）を使って各種番号を前方一致、後方一致、中間一致の検索が可能である。 
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 *：０個以上の数字 

 ?：１個の数字 

 

２． 日付検索・表示 

(1)出願日（FILING DATE）、登録日（ISSUED DATE） 表示形式：MM/DD/YYYY（月/日付/西暦年） 

 

(2)国際公開日（INTL.PUB.DATE） 入力形式：YYYY/MM/DD 

YYYY/MM/DD 例：2010/06/24、2010/11/04 

YYYY 西暦年 4桁。 

MM    月。一桁の場合、先頭に 0をつける。 

DD    日。一桁の場合、先頭に 0をつける。 

 

・ワイルドカード（* または?）を使って前方一致、後方一致、中間一致、前後一致の検索が可能である。 

 *：０文字以上の文字列 

 ?：任意の１文字 

 

３． テキスト検索・表示 

発明者（INVENTOR/S）、出願人・権利者（OWNER/S）、発明の名称（TITLE）、要約（ABSTRACT）  

 英語文字列で入力。 

 

・ワイルドカード（* または?）を使って前方一致、後方一致、中間一致、前後一致の検索が可能である。 

 *：０文字以上の文字列 

 ?：任意の１文字 

 

・スペースは１文字として認識されるので、スペースの有無でヒット件数が異なる。また、スペースはワイ

ルドカード（* または?）による置き換えができない。 

 

・検索語は大文字・小文字の区別なし。 

 

４．国籍（COUNTRY） 

・国名を選択すると優先国や出願人国籍等を検索するものと思われるが、現状では正しく動作してい

ない。たとえば COUNTRY フィールドを使って「IN」を検索した場合と、ABSTRACT フィールドで「IN」

を検索した場合に同じ件数が表示される（COUNTRY フィールドを使って「IN」を検索した場合、優先

権主張の基礎出願、出願人、発明者などについてインドと無関係な出願がヒットする）。 

 

５．IPC 入力形式：例えば、F01N1/00の場合、F.01.N.1.00、または、F/01/N/1/00 

・セクション・クラス・サブクラス・メイングループ・サブグループの 5個の「パーツ」を、ピリオドあるいはス

ラッシュを区切り文字として全て入力する必要がある。例えば、 “A61B” の IPC を検索する場合、

“A.61.B.*.*” または “A/61/B/*/*” のようにワイルドカード文字“*”を使用して 5パーツ全てを入力

する必要がある。 

 

・検索結果で得られた公報書誌の PDF に記載されていない IPC であってもヒットする場合がある。例

えば、 “PH/1/2000/1291” の案件は “H.04.Q.7.38” でヒットするが、検索結果からリンクされる公

報 PDFフロントページには、G02B6/44 しか記されていない。 
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・検索文字列を入力する際には上記のようにセクション～サブグループの 5 パーツを入力する必要が

あるが、検索エンジンの中では「パーツ」との対応は認識されていない。例えば、旧形式出願番号 1-

2007-500885の案件には A61Q1/02が付与されているが、IPC検索フィールドに“Q.1.*.*.*”を入力

して検索すると、この案件がヒットする。 

 

・検索時には 5パーツを意識する必要があるが、各パーツは部分一致検索が行われている様子。 

 

・上記をふまえて、なるべく漏れなく検索する際には、対象の IPC に加えて、キーワードのみの検索集

合を併せて検索を行うことが望ましい。 
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STATUS 

・検索結果画面の STATUSには、以下の表示などがある。 

 

 STATUS 

英語表記 日本語表記 

1 
Awaiting due date to file adverse information 

(IN) 
庁指令への応答期間（特許） 

2 
Awaiting due date to file adverse information 

(UMID) 
庁指令への応答期間（実用新案/意匠） 

3 
Awaiting due date to file appeal against 

substantive final action 
拒絶査定不服審判の請求期間 

4 
Awaiting due date to file comments on adverse 

information (UMID) 
庁指令への意見書提出期間（実用新案/意匠） 

5 
Awaiting due date to file renewal in grace 

period 
猶予期間での更新申請期間 

6 
Awaiting due date to file request for 

substantive examination 
審査請求期間 

7 
Awaiting due date to file response to formality 

examination report (confidential) 
方式審査への応答期間（秘密保持） 

8 
Awaiting due date to file response to 

substantive examination 
実体審査への応答期間 

9 
Awaiting due date to file revival against 

withdrawal for no request for substantive exam 

審査請求なしによる取下げに対する回復申請

期間 

10 
Awaiting due date to file revival against 

withdrawal in substantive exam 
実体審査取下げに対する回復申請期間 

11 Converted to Utility Model Application 実案への出願変更 

12 Deemed forfeited for non-payment of annuity 年金不払いによるみなし権利喪失 

13 
Deemed forfeited (after no request for 

substantive exam) 
みなし権利喪失（審査請求なしの後） 

14 Deemed lapsed for non-payment of annuity 年金未払いによる失効 

15 Dummy status 1 ダミー（誤表示と思われる） 

16 Expired 満了 

17 Forfeited (for non payment of filing fee) 権利喪失（出願料未払による） 

18 
Forfeited (for non revival after formality 

withdrawal) 
拒絶確定（方式取り下げ後の回復なし） 

19 
Forfeited (for non revival after substantive 

withdrawal) 
拒絶確定（実体取り下げ後の回復なし） 

20 
In assignment of responsible examiner for 

substantive examination 
実体審査のための審査官の任命 

21 In decision of the Director (UM/ID) 審理中（実用新案/意匠） 

22 In filing date examination (confidential) 実体審査中（秘密保持） 

23 In formality examination (confidential) 方式審査（秘密保持） 

24 In substantive examination 実体審査中 

25 Pending 係属中 
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 STATUS 

英語表記 日本語表記 

26 Refused 拒絶 

27 Registered 登録済 

28 To check for filing of adverse information (IN) 庁指令への応答確認中（特許） 

29 
To check for filing of adverse information 

(UM/ID) 
庁指令への応答確認中（実用新案/意匠） 

30 To check for filing of late renewal 最新の更新確認中 

31 
To check for filing of request for substantive 

examination 
実体審査請求確認中 

32 
To check for filing of revival against withdrawal 

for no request for substantive exam 

審査請求なしによる取り下げに対する回復申

請の確認中 

33 
To check for filing of revival against withdrawal 

in substantive exam 
拒絶査定不服審判の請求受領の確認中 

34 To confirm expiration 満了の確認 

35 
To correct registration date from publication 

date (UM/ID) 
登録日の訂正（実用新案/意匠） 

36 
To proceed to formality examination 

(confidential) 
方式審査待ち 

37 To proceed to substantive examination 実体審査待ち 

38 To produce certificate of registration (UM/ID) 登録証送達（実用新案/意匠） 

39 
To produce notice of forfeiture (for non-revival 

for no request of substantive exam) 

拒絶査定の謄本送達（審査請求なしに対する

回復なしによる） 

40 
To produce notice of forfeiture (for non-revival 

in formality exam) 

権利喪失通知の送達（方式審査における回復

なしによる） 

41 
To produce notice of forfeiture (for non-revival 

in substantive exam) 

権利喪失通知の送達（実体審査における回復

なしによる） 

42 To produce notice of publication 公開通知 

43 To produce patent certificate 特許査定 

44 
Waiting for decision of acceptance of adverse 

information (UM/ID) 
庁指令の承諾の決定待ち（実用新案/意匠） 

45 
Waiting for decision of appeal against 

substantive final action 
拒絶理由不服審判の審決待ち 

46 
Waiting for decision of revival against 

withdrawal for no request for substantive exam 

審査請求なしによる取下げに対する回復の決

定待ち 

47 
Waiting for decision of revival against 

withdrawal in substantive exam 
実体請求の取下げに対する回復の決定待ち 

48 
Waiting for publication of application 

(confidential) 
出願公開待ち（秘密保持） 

49 Withdrawn 取下 

50 -- ステータス情報なし 
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２．考察・まとめ 

 

2017年 8月ごろまでは、フィリピン案件レコードをある程度網羅的に収録したデータベースは、同

国知財庁が運営する IPOPHL システムしか存在しなかった。しかし、同年 8 月末以降、同国特許の

調査環境が進展した。この時期に WIPO の PATENTSCOPE データベースにフィリピン案件が収録

された。また同時期に ASEAN 知的財産協力作業部会（AWGIPC）によって、ASEAN8 か国の案件だ

けを収録した ASEAN PATENTSCOPEデータベースも開設された。 
 

3 章 1.2.(1)項に記したように DOCDB では同国案件の収録率が低く、DOCDB や DOCDB だけ

を情報源とする商用データベースでは信頼性の高い特許調査は不可能である。また

PATENTSCOPEや ASEAN PATENTSCOPEでも収録されたレコードは過去 5年程度の間に出願さ

れた案件だけに限られており、特許の権利期間 20 年にわたって網羅的な調査を行うにはまったく力

不足である。 

 

さらに IPOPHL システム自体も、3 章 1.2.(2)項に記したように、2011 年以前に出願され同国に国

内移行された PCT 特許のレコード収録に懸念を隠せない状態。実際に同国で発行された特許の全

貌を完全に把握可能と評価できるシステムは見つかっていないが、今のところは IPOPHL システムを

使用することが最も網羅性の高い調査ができると思われる。 

 

しかし IPOPHL システムでは検索のためのフィールドは用意されていても検索結果には IPC が

表示されない。PCT 関連情報も同様である。また優先権情報等は検索も表示もサポートされていな

い等、このシステムは十分な特許調査能力を備えているとは言い難いレベルである。 

 

詳細に調査すべき案件をキーワードにより検索する場合も、3 章 1.3.(2)項に記したように 2010 年

以前に出願された案件については要約文字列の収録率（検索結果に要約文字列が表示される案件

の比率）も低く、調査性能は不十分であると言わざるを得ない。 

 

2015年 5月には日本・フィリピン間での特許情報のデータ交換が開始されることが経済産業省の

WEB サイトで発表されている。すでにシンガポール・ベトナム・タイの各知財庁との間ではデータ交

換が開始され、FOPISER データベースでの公開が始まっている。フィリピンは本国知財庁のシステム

から得られる情報に限りがあり、日本企業における同国特許調査の品質を向上するためには、

FOPISERデータベースによるデータ公開が待ち望まれる。 
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第４章 意匠 
１．意匠検索データベース IPOPHL 

 

意匠の検索サイトについても、特許・実用新案と同様に、URL：http://onlineservices.ipophil.gov.ph/i

pophilsearch/PHLPatentSearch.aspx からアクセスできる（2018年 1月 28日現在）。 

 

１．１ 検索データベース仕様一覧 

 

意匠 
URL http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.as

px 

言語  英語 

検索条件項目 File Number（新出願番号） 

Old File Number（旧出願番号） 

Title（物品の名称） 

Abstract （要約） 

Applicant/Assignee（出願人・権利者） 

Country（優先国または出願人国籍） 

Inventor（創作者） 

LOCARNO（ロカルノ分類） 

入手可能情報 File Number（新出願番号） 

Old File Number（旧出願番号） 

Filing Date（出願日） 

Publication Date（公開日） 

Registration Number(登録番号) 

Issued Date（登録日） 

Foreign Application Priority Data（優先権情報） 

Title（物品の名称） 

Abstract（要約） 

Owner(s)（出願人・権利者） 

Inventor（Designer） （創作者） 

Locarno Class（ロカルノ分類） 

Attorney (代理人) 

Relevant docs(先行文献) 

International Standard Industrial Classification(ISIC)   

（国際標準産業分類） 

Status （法律状態） 

Image（代表図） 

 

  

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
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１．２ 意匠レコード収録数 

 

 
出願年 

 

 グラフ補足 

 PH サイト（特許庁検索サイト IPOPHL）件数数値： 

意匠出願件数は、出願日からの検索ができないので以下のように出願番号から

仮の出願年と見做して算出した。 

2001 年出願数：32001*（冒頭の３は公報種別：意匠を表す） 

 

 ASEAN DesignView サイト件数数値： 

意匠出願件数は、以下の検索式での各年毎の出願日付検索により求めたもの。 

From 01-01-2001 To 31-12-2001 

 

 WIPO サイト件数数値： 

http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=PH の 

「Industrial Design Applications」の件数一覧表の Resident / Non-Resident / 列のそれ

ぞれの件数を合計した数字。 

 

いずれも 2018/1/28 現在の検索数、WIPO サイトでの発表数である。 
 

PH サイトの収録は、2001 年～2009 年、2012 年～2014 年までは ASEAN DesignView とほぼ同数と

なっているが、2010 年、2011 年、2015 年以降は ASEAN DesignView の収録件数は IPOPHL より少な

くなっている。 

検索項目、表示項目は PH サイトより ASEAN DesignView の方が多いが、表示項目すべてに情報が

収録されている訳ではないので検索してもヒットしないことも多い。したがって、フィリピンの意匠調査は

PHサイト（IPOPHL）との併用が好ましい。 
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WIPO統計 

http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=PH
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１．３ 検索データベース IPOPHL取扱い説明 

 

フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPOPHL）のウェブサイト

（URL：http://www.ipophil.gov.ph/）にアクセスし、画面上の “SERVICES” にカーソルを合わせる。 

“SERVICES” の下に表示される項目の “e-Services” にカーソルを合わせる。 “e-Services” の右に

表示される項目の “Patent Search” をクリックする。 

対応するブラウザについては、Internet Explorerでは Internet Explorer9以降のバージョンでアク

セス可能である。また Google Chrome、Fire Foxによるアクセスも可能である。 

 

意匠の検索サイトについても上記手順によりアクセスできる（URL：http://onlineservices.ipophil.g

ov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx）。 

表示言語・検索言語は英語である。 

 

 
 

  

http://www.ipophil.gov.ph/
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
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意匠のサイト 

 http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx 

 

 
 

検索手順： 
NEW FILE NO.横のプルダウンメニューから特許(Invention)・実用新案(Utility Model)・意匠

(Industrial Design)のうちの意匠(Industrial Design)を選択して検索する。 

 

①  検索フィールドで入力可能な情報 

 OLD FILE NO. （旧形式出願番号） 

 NEW FILE NO. （新形式出願番号） 

 INVENTOR （創作者） 

 APPLICANT/ASSIGNEE （出願人・権利者） 

 COUNTRY（国籍） 

 TITLE （物品の名称） 

 ABSTRACT （要約） 

 LOCALNO（ロカルノ分類） 

 

②  “SEARCH”をクリックして検索を実行する 

 

 

  

① 

② 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/PHLPatentSearch.aspx
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検索表示結果： 
法域で “Industrial Design” 、TITLEで “bottle” と入力して検索した結果を以下に示す。 

 

（画面上部） 

 

 
 

（画面下部） 

  
 

③ 検索結果件数 

一度に表示可能な件数の上限は 10,000件である。検索条件に適合した案件の件数が 10,000を超

える場合にも、検索結果 10,000件と表示されることに注意。 

 

 

③ 

 

④ 

⑤ 

 ⑥ 
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④表示される情報： 

 FILE NO （新形式出願番号） 

 OLD FILE NO （旧形式出願番号） 

 FILING DATE （出願日） 

 PUBLICATION DATE （公開日） 

 ISSUED DATE （登録日） 

 TITLE （物品の名称） 

 ABSTRACT （要約） 

 OWNER/S （出願人・権利者） 

 INVENTOR/S （創作者） 

 STATUS （法律状態） 

 LINK/S （リンク） 

 IMAGE （図面） 

 

検索結果は１ページに 10件ごと表示される。 

案件によっては表示されない項目がある。 

 

⑤ LINK （リンク）をクリックすると、別ウインドウで公報の該当部分が表示される。 

Bibliographic Data （書誌）, Claims （請求の範囲）, Drawing （図面） 

 

⑥  ページ最下部には案件表示のページ切替のリンクがある。数字はそれぞれのページへのリンクであ

る。左端に“... ”と表示されるリンクがあれば、１０ページ前に移動し、右端に  “... ” と表示されるリン

クがあれば１０ページ後ろに移動す。。。。る。 
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公報表示例： 
サイトの検索結果に設けられたリンクから意匠 PDFが表示可能である。 

 

意匠 Bibliographic Data 

 
 

 
 

表示項目（例） 

（12)INDUSTRIAL DESIGN(法域) 

(11)Registration No.(登録番号) 

(45)Issued Date(登録日) 

(54)Title(物品の名称) 

(72)Maker(創作者) 

(71)Applicant(出願人) 

(22)Filing Date(出願日) 

(43)Publication Date(発行日) 

(21)Application No.(出願番号)  

(30)Foreign Application Priority Data(外国優先権情報) 

(51)Locarno Class(ロカルノ分類) 

(57) CHARACTALISTIC FEATURE(意匠の説明) 

   Description page(明細書ページ数)  Drawings sheet(図面ページ数) 

   Examiner(審査官) 

   Attorney/Agent(代理人) 
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意匠 Claims 

 

 

 

 
 

意匠 Drawing 

 
登録公報の表示項目（例） 

(11)Registration No.(登録番号) 

(12）INDUSTRIAL DESIGN(法域) 

(45)Issued(登録日) 

(54)Title(物品の名称) 

(72)Inventor(創作者) 

(71)Applicant(出願人) 

(22)Filling date（出願日） 

(43）Publication date（公報発行日） 

(21)Application No.(出願番号)  

(30）Foreign Application Priority Data(外国優先権情報) 

(51)Locarno Class(ロカルノ分類) 

(57)CHARACTALISTIC FEATURE(意匠の説明) 
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１．４ 意匠データベース IPOPHL検索・表示項目留意点 

 

意匠について以下の検索項目から検索でき、以下の表示項目の内容が表示される。 

 

 
項目 

検

索

項

目 

表

示

項

目 

検索項目 表示項目 

英語表記 英語表記 

1 旧形式出願番号 ○ ○ OLD FILE NO OLD FILE NO 

2 新形式出願番号 ○ ○ FILE NO FILE NO 

3 出願日 
 

○  FILING DATE 

4 公報発行日 
 

○  PUBLICATION DATE 

5 登録日 
 

○  ISSUED DATE 

6 創作者 ○ ○ INVENTOR INVENTOR/S 

7 出願人・権利者 ○ ○ OWNER OWNER/S 

8 物品の名称 ○ ○ TITLE TITLE 

9 国籍 ○  COUNTRY  

10 要約 ○ ○ ABSTRACT ABSTRACT 

11 ロカルノ分類 ○ 
 

LOCARNO  

12 法律状態 
 

○  STATUS 

13 公報 PDF リンク 
 

○  LINK/S 

14 書誌 
 

○  BD - Bibliographic Data 

15 請求項 
 

○  CL - Claims 

16 図面 
 

○ 
 DR - Drawing 

IMAGE（代表図） 

 

各項目における特記事項を以下に示す。特記事項の内容は、2018年 1月 28日の時点における

ものである。 

 

各検索項目に関して、フィールド内では論理積（AND 演算）、論理和（OR 演算）の検索が可能で

あり、フィールド間では AND 演算となる。 

 

１． 番号検索・表示 

１）出願番号 

（１）旧形式出願番号（OLD FILE NO．） 入力形式：TYYYYNNNNNN 

TYYYYNNNNNN 例：32015280 

T 文献種別 特許：1／実用新案：2／意匠：3 

YYYY 西暦年 4桁。 

NNNNNN    各年度の連番数字 6桁固定。上位桁の"0"を省くとヒットしない。 

 

・旧形式出願番号を OR 演算子で連結した文字列を検索することで、複数の案件を番号照会すること

ができる。最大件数は未確認であるが 2,000件の案件を番号照会できることを確認済み。  
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・“1.旧形式出願番号”フィールドを使用して検索する際には、“2.新形式出願番号”の選択を“Any”に

変更し、検索するのが望ましい。 

 

・ “FILE NO.” のボックスを “Industrial Design” または “Any” に設定し、前方一致検索を行う場合、4

桁以上の数字（上記 TYYYY以上）を入力する必要がある。 

3 桁以下場合、例えば、“320*” で検索すると、旧形式出願番号が正しく認識されず、検索結果も異

なる。 

 

（２）新形式出願番号（FILE NO．） 入力形式：PH/T/YYYY/NNNNNN 

・1998 年以降に付与された番号形式であり、「PH/3/2015/280」のように、「/」を区切り文字として 4 個

のパーツで構成されている。 

 検索時には、PH 公報種別 西暦年 番号、のように西暦年と番号を各ボックスに入力する。少なく

とも、西暦年または番号のいずれか一方が入力されていれば検索可能である。 

PH/T/YYYY/NNNNNN 例：PH/3/2015/280 

T 文献種別 特許：1／実用新案：2／意匠：3 

YYYY 西暦年 4桁。 

NNNNNN    最大６桁、上位桁 0は省いて入力する。 

 

・ワイルドカード（* または?）を使って各種番号を前方一致、後方一致、中間一致の検索が可能である。 

 *：０個以上の数字 

 ?：１個の数字 

 

・「PH」とあらかじめ入力されている欄を空欄または他の文字列に書き換えることができるが、無視され

「PH」と入力されたものとして検索される。 

 

２． 日付表示 

出願日（FILING DATE）、登録日（ISSUED DATE） 表示形式：MM/DD/YYYY（月/日付/西暦年） 

 

３． テキスト検索・表示 

発明者（INVENTOR/S）、出願人・権利者（OWNER/S）、物品の名称（TITLE）、要約（ABSTRACT）  

 英語文字列で入力。 

 

・ワイルドカード（* または?）を使って前方一致、後方一致、中間一致、前後一致の検索が可能である。 

 *：０文字以上の文字列 

 ?：任意の１文字 

 

・スペースは１文字として認識されるので、スペースの有無でヒット件数が異なる。また、スペースはワイ

ルドカード（* または?）による置き換えができない。 

 

・検索語は大文字・小文字の区別なし。 

 

４． 国籍（COUNTRY） 

・国名を選択すると優先国や出願人国籍等を検索するものと思われるが、現状では正しく動作してい

ない。たとえば COUNTRY フィールドを使って「IN」を検索した場合と、ABSTRACT フィールドで「IN」
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を検索した場合に同じ件数が表示される（COUNTRY フィールドを使って「IN」を検索した場合、優先

権主張の基礎出願、出願人、発明者などについてインドと無関係な出願がヒットする）。 

 

 

５． ロカルノ分類 

・ロカルノ分類(09-01)のように０（ゼロ）がある分類は、ゼロを省略して入力する必要がある。 

 9-1 または 9.1 と入力。半角ハイフンは、半角ドットでもよい。 

 アスタリスクを使う場合は、9-* または 9.* と入力。 

   09.01, 9.01, 09*, 09.*, 9*では検索できない。 

 

  



51 
 

２．考察・まとめ  
 フィリピンの意匠検索においては、フィリピン知的財産庁の IPOPHL と ASEAN DesignView

が可能である。IPOPHL では検索項目、表示項目も少なく、出願日や登録日などからの検索が

できず、意匠全図の確認も「Claims」のリンクが付与されているレコードでのみ PDF ファイル

を開いて確認できるが、多くの公報にはリンクが付与されておらず、確認できるのは検索結果

一覧に表示された代表図のみである。また、ABSTRACT にも情報が収録されていないことも多

い。 

 他方、ASEAN DesignView では多くの検索項目や表示項目が用意されているが、こちらも各案

件の収録情報は少ないが将来的に情報が補充されれば有用である。 

 

 現状では、特に最新データの収録は IPOPHL がすぐれているが、ASEAN DesignView を併用し

て調査することが好ましい。 
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第５章 商標 
１．商標検索データベース IPOPHL 

 

フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPOPHL）のウェブサイト内で現

在利用可能な商標の検索データベースは提供されていない。 

2015年以前は、http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipophilsearch/から IPOPHL 商標サイトに入れ

た模様であるが、現在では商標サイトが存在しない。 
 

商標レコード収録数 

 

 
出願年 

 グラフ補足 

 PH サイト（特許庁検索サイト IPOPHL）： 

IPOPHLの商標サイトが存在しないので収録は確認できない。 

 

 ASEAN TMview サイト件数数値： 

商標出願件数は、以下の検索式での各年毎の出願日付検索により求めたもの。 

From 01-01-2001 To 31-12-2001 

 

 Global Brand サイト件数数値： 

http://www.wipo.int/branddb/ph/en/ 

商標出願件数は、以下の検索式での各年毎の出願日付検索により求めたもの。 

From 01-01-2001 To 31-12-2001 

 

 WIPO サイト件数数値： 

http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=PH の

「Trademark Applications」の件数一覧表の Resident / Non-Resident 列のそれぞれ

の件数を合計した数字。 

いずれも 2018/1/28 現在の検索数、WIPO サイトでの発表数である。 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

PH商標 
PH庁 

TMview

Global Brand

WIPO統計 

http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome
http://www.wipo.int/branddb/ph/en/
http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=PH
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 PHサイト（IPOPHL）には商標データベースが存在しないので、ASEAN TMview および Global Brand 

Database の収録を示した。 

ASEAN TMview および Global Brand Database のデータ収録は最新分までほとんど同等である。 

 
 
 
 

２．考察・まとめ 

PH サイト（IPOPHL）には商標データベースが存在しないので、フィリピンの商標調査は、もっぱら

ASEAN TMview および WIPO の Global Brand Database からの調査に頼らざるを得ない。 

 ASEAN TMview の検索項目、表示項目には多くの項目が設けられているが、フィリピンの場

合には、意匠検索と同様、収録されている情報量が少ない。 

 

 他方、Global Brand Database でも番号検索、分類検索、商標の名称、出願人・権利者などからの

検索など一通りの検索が可能である他、「イメージ類似検索による絞り込み」など特異な機能も有し

ており有用である。 

 また、日本特許庁の外国特許情報サービスデータベース FOPISER には、現在、タイとベトナ

ムが収録されているが、フィリピンも近い将来収録予定とのことであるので期待したい。 

 
 ASEAN TMview、Global Brand Databaseの詳細については、別途報告する「ASEANにおける各国横

断検索が可能な産業財産権データベースの調査報告」をご覧いただきたい。 
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第６章 公報データベース 
１．公報データベース仕様一覧 

 

特許・実用新案・意匠 

URL URL:http://onlineservices.ipophil.gov.ph/patgazette/または 

http://121.58.254.45/PatGazette/ 

言語 英語 

商標 

URL  http://onlineservices.ipophil.gov.ph/tmgazette/または 

http://121.58.254.45/tmgazette/ 

言語 英語 

 
 

２．公報データベース取扱い説明 

（１） 特許・実用新案・意匠 

 
フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPO）のウェブサイト（URL: 

http://www.ipophil.gov.ph/）にアクセスし、画面上の  “SERVICES”  にカーソルを合わせる。 

“SERVICES” の下に表示される項目の “e-Services” にカーソルを合わせる。 “e-Services” の右に

表示される項目の “e-Gazette Patent” をクリックする。 
 

 
 

 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/patgazette/
http://121.58.254.45/PatGazette/
http://onlineservices.ipophil.gov.ph/tmgazette/
http://121.58.254.45/tmgazette/
http://www.ipophil.gov.ph/
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以下、検索データベース（URL:http://onlineservices.ipophil.gov.ph/patgazette/又は http://121.

58.254.45/PatGazette/）から、特許（Invention）・実用新案（Utility Model）・意匠（Industrial Design）

の公報閲覧が可能である。表示言語は英語である。 

 

 
 

検索手順：（画面上①から順に） 

 

① 参照したい公報を選択し、クリックする。公報発行日を参考にする。 

    
 

 
 

② “TABLE OF CONTENTS（目次）”が表示される 

③ 個別のリンクがあり、希望のセクションや情報を直接閲覧できる 

① 

② 
③ 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/patgazette/
http://121.58.254.45/PatGazette/
http://121.58.254.45/PatGazette/
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表示例： 
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（２） 商標 
 

フィリピン知的財産庁（Intellectual Property Office of the Philippines : IPO）のウェブサイト（http:/

/www.ipophil.gov.ph/）にアクセスし、画面上の “SERVICES” にカーソルを合わせる。 “SERVICES” 

の下に表示される項目の “e-Services” にカーソルを合わせる。 “e-Services” の右に表示される項

目の “e-Gazette Trademarks” をクリックする。 

 

 
 

  

http://www.ipophil.gov.ph/
http://www.ipophil.gov.ph/
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以下、検索データベース（URL: http://onlineservices.ipophil.gov.ph/tmgazette/または http://1

21.58.254.45/tmgazette/）から、商標の公報閲覧が可能である。表示言語は英語である。 

 

 
 

検索手順：（画面上①から順に） 

 

① 参照したい公報を選択し、クリックする。公報発行日を参考にする。 

    
 

 
 

② “TABLE OF CONTENTS（目次）”が表示される。 

③  個別のリンクがあり、希望のセクションや情報を直接閲覧できる。 

 

 

  

① 

③ 
② 

http://onlineservices.ipophil.gov.ph/tmgazette/
http://121.58.254.45/tmgazette/
http://121.58.254.45/tmgazette/
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表示例： 

 
  



60 
 

第７章 統計情報 
１．産業財産権の権利化期間 

 

一般に新興国では、その国の特許法上で出願から公開までの期間をたとえば 18 か月と定

めていたとしても、実際に案件が公開されるまでに相当の期間を要することが知られている。

さらに各庁では大量のバックログ（審査待ち案件）を抱え、登録までの期間も非常に長くな

っている。 

 

本節では同国知財庁データベースの案件データから算出した公開までに要した期間、お

よび登録までに要した期間を報告する。単に平均期間を計算するだけでなく、期間の分布を

グラフ化し、どの程度のバラツキが存在するのか、年ごとのバラツキがどのように変化して

いるのかを明らかにする。さらに権利種別（特許・実案）ごと出願ルートごとの傾向も可視

化する。 

 

本節では下表に○印を付与した個々の集合についての経過期間分布グラフを紹介する。 

 

 

出願～公開 出願～登録 

特許 実案 特許 実案 

全案件 ○ ○ ○ ○ 

出願ルート 

・PCT ○  ○  

 

 

□ 出願人国籍 

 

IPOPHL データベースでは出願人情報に国籍を表す情報が含まれていないため、出

願人国籍ごとの経過期間分析は行わない。 

 

□ 出願ルート 

 

PCT 

 

IPOPHL データベースでは書誌表示画面に PCT 出願番号・国際公開番号等の PCT

関連情報が表示されない。しかし同国の出願番号連番部の最上位桁により、PCT 国内

移行案件を識別することが可能である。ここでは出願番号最上位桁が「5」の案件を

PCT 案件と判別したものである。 

 

また優先権情報も表示されずパリルート案件を特定することもできない。このた

め同国ではパリルート・Local 案件群の経過期間分析は実施しない。 

 

□ 技術分野 

 

IPOPHL データベースでは書誌表示画面に IPC 関連情報が表示されない。このため

技術分野ごとの経過期間分析も実施しない。 
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□ 期間情報 

 

出願から公開まで、および出願から登録までの期間は、IPOPHL データベースの書誌

表示画面にて表示される出願日・公開日・登録日の 3 種の日付情報について、それぞれ

の日付値から月未満の値を切り捨てした「年月値」を使用して算出した。期間抽出に使

用したフィールドを下図に示す。 

 

なお IPOPHL データベースでは「 ISSUED DATE 」が表示されていても、

「PUBLICATION DATE」が表示されない登録案件も多い。このような案件群について

は出願から公開までの期間の集計対象外としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「出願～公開」については公開年月値から出願年月値を減じた値を経過月数値とし

て使用した。「出願～登録」については登録年月値から出願年月値を減じた結果を 12

で除算した値を経過年数値として使用した。 

 

なお本来「審査期間」を求めるためには、審査請求日から登録査定までの期間を計

算すべきであるが、このデータベースでは審査請求日が表示されない。このため出願日

を起点として登録までの期間を算出したものである。 

 

 

  

出願日 
公開日 
登録日 
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１．１ 出願日から公開日までの期間 

(1) 特許 
□ 全案件 

 

全特許案件について出願から公開までの期間をグラフ化。2004 年～2009 年にかけて件数

が非常に小さくなっている。IPOPHL データベースでは、この前後に登録された案件につい

ては、「ISSUED DATE」だけが収録され「PUBLICATION DATE」に日付値が入っていない

案件が多いためこのような結果になっているもの。この数年は出願から 6 か月までの間に公

開される案件が大多数。 

 

 
 

□ 出願ルート/PCT 

 

同国が PCT 条約に加盟（効力発生）したのは 2001 年。収録率に懸念は残るものの、2001

年～2008 年に出願された案件もデータベースには多数収録されている。然るに 2009 年まで

に公開された PCT 案件がほぼ存在しないということは、この期間の PCT 案件群には

「PUBLICATION DATE」が収録されていないことが原因と思われる。 

この数年は PCT 案件に限定しても公開までの期間は非常に短いことがわかる。 
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(2) 実用新案 
□ 全案件 

 

実用新案ついても古い案件には「PUBLICATION DATE」に日付値が入っていない案件が

多いためこのような結果。2009 年以降は平均期間も 10 ヶ月を下回っており、この数年は特

許より更に短い経過期間であることがわかる。 
 

 
 
 

１．２ 出願日から登録日までの期間 

(1) 特許 
□ 全案件 

 

続いて出願から登録までの経過期間を紹介する。この 10 年間ほどは平均期間 5 年弱と非

常に安定している。10 年を超える案件も存在するものの、グラフのバブルが視認できない程

度の件数。 
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□ 出願ルート/PCT  

 

PCT 案件だけを母集団とすると、特許案件全体より若干期間が短め。古い登録年のバブルが小

さいのは、同国の PCT 条約加盟が遅かったため。 
 

 
 
 

１．３ 考察・まとめ 

 

前記したように IPOPHL システムでは 2004 年～2009 年に出願された案件のレコードには、

「ISSUED DATE」だけが収録され「PUBLICATION DATE」に日付値が入っていない案件が多い。こ

のため出願から公開までの期間の推移が明かではない。この 5 年ほどに限定すると、「～6 ヶ月」に

最頻値バブルが位置している。平均期間も６～８ヶ月程度という短さである。 

 

IPOPHL システムから得られる情報が十分ではないため、出願人国籍や技術分野ごとの傾向は

確認することができなかった。 

 

出願から登録までの期間については、２０００～２００５年頃、２００６年～２００９年頃、それ以降とで、

経過期間の分布傾向が異なっていることがグラフから視認できる。２０１０年頃からは平均期間も５年

以下であり、新興国とは思えない審査期間であることがわかった。 
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２．産業財産権の出願件数上位リスト 

２．１ 全出願人 

 

ここでは PCT ルート・パリルート案件もほぼ出揃ったと想定される２０１５年に出願された案件（特

許+実案）を母集団として、件数の多い 20社（出願人）のランキングを紹介する。 

 

 出願人名 件数 

1 位 NESTLE グループ 63 件 

2 位 COLGATE PALMOLIVE グループ 56 件 

3 位 QUALCOMM グループ 54 件 

4 位 NOVARTIS グループ 51 件 

5 位 BAYER グループ 50 件 

6 位 DOW CHEMICAL グループ 48 件 

7 位 SAMSUNG グループ 48 件 

8 位 ROCHE グループ 42 件 

9 位 UNIV CEBU TECHNOLOGICAL 41 件 

10 位 ABBOTT グループ 34 件 

11 位 JANSSEN PHARMACEUTICA グループ 33 件 

12 位 PHILIP MORRIS グループ 33 件 

13 位 ERICSSON グループ 30 件 

14 位 APAYAO STATE COLLEGE 28 件 

15 位 パナソニック グループ 28 件 

16 位 BOEHRINGER INGELHEIM グループ 26 件 

17 位 住友金属鉱山 26 件 

18 位 UNILEVER グループ 25 件 

19 位 CAPIZ STATE UNIVERSITY (CapSU) 21 件 

20 位 MJN US HOLDINGS 20 件 

 

 
 

２．２ 考察・まとめ 

 

すべての案件が出揃ったと想定される２０１５年出願案件を母集団としたランキングであっても、日

本企業が 2 社しか含まれていない。日本企業にとってのフィリピンへの注力度は、さほど高くないこと

がわかった。 

 

 

以上 
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